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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年７月３日（金）   ８：２９～８：３５ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

林   芳 正 国務大臣（農林水産大臣） 

宮 沢 洋 一 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

望 月 義 夫 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

竹 下   亘 国務大臣（復興大臣） 

山 谷 えり子 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

山 口 俊 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

有 村 治 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

陪 席 者：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      １件 

     ○国会提出案件   １９件 

     ○公布（法律）    ３件 

     ○政令        １件 

     ○人事        ２件 

     ○配布        １件 

     いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，加藤副長官から御説明申し上げます。 

○加藤内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「木曽川水系にお

ける水資源開発基本計画の一部変更」について，御決定をお願いいたします。本件

は，水資源開発促進法に基づき，基本計画の変更を行うものであり，木曽川右岸緊

急改築事業の追加を行うものであります。 

  次に，質問主意書に対する答弁書１９件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

  次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「活動火山対策特別措置

法の一部を改正する法律」外２件が，１日の参議院本会議において，可決成立した

ものであります。 

  次に，政令について，御決定をお願いいたします。「奄美群島振興開発特別措置法

施行令の一部を改正する政令」は，独立行政法人改革を推進するための国土交通省

関係法律整備法の一部の施行に伴い，所要の規定の整理を行うものであります。 

  次に，人事案件について，申し上げます。まず，小川幸男外２１３名の叙位又は

叙勲について，御決定をお願いいたします。 

  次に，元特命全権大使西岡淳外１名の外国勲章受領許可について，御決定をお願

いいたします。 

  次に，配布資料といたしまして，「通商白書」があります。本件につきましては，

後程，経済産業大臣から御発言があります。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，経済産業大臣。 

○宮沢国務大臣：この度，「平成２７年版通商白書」を取りまとめました。 

本白書では，都市化や高齢化といった中長期的な課題等を踏まえた上で，日本の

対外収支や海外事業活動をもとに「輸出する力」，人や企業を「呼び込む力」及び「外

で稼ぐ力」を検証し，我が国の政策や企業経営に示唆を与える諸外国の動向につい

ても分析を行うとともに，内外一体の経済政策展開のあり方を提示しております。 

 本白書で示した分析を踏まえ，関係府省と連携しつつ，経済連携の推進，ルール

形成のための戦略的な取組，新興国等への戦略的な取組，対内直接投資の促進など，

内外一体の経済政策展開を引き続き推進してまいります。 

○菅国務大臣：次に，私から伊勢志摩サミットにおける関係閣僚会合の開催について，

申し上げます。 

 「伊勢志摩サミット」における関係閣僚会合及びその開催地につきましては，こ

れまで検討を進めてきましたが，国際社会が直面する様々な課題，また，それぞれ

素晴らしい地方の特色を持つ立候補地の中から，地方創生の観点も踏まえ，今般，

次のとおり開催することとしましたので，御報告いたします。 

 まず，科学技術大臣会合をつくば市において，情報通信大臣会合を高松市におい

て，教育大臣会合を倉敷市において，保健大臣会合を神戸市において，農業大臣会

合を新潟市において，エネルギー大臣会合を北九州市において，交通大臣会合を軽
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井沢町において，環境大臣会合を富山市において，それぞれ開催します。 

 これらの会合並びに既に開催地を発表した外務大臣会合及び財務大臣会合・中央

銀行総裁会議の具体的な日程については，所要の調整の上，関係府省庁から然るべ

き時期に，発表することとします。 

 関係各府省庁におかれては，これらの会合の開催の意義を十分に踏まえ，その成

功に向けて準備を進めて頂きたいと存じます。 

 これをもちまして，閣議を終了いたします。 

 引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 御発言はございますか。 

 無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 



平成27年 

７月３日 

◎一般案件 

 ○木曽川水系における水資源開発基本計画の一部変

更について（決定）       （国土交通省）

◎国会提出案件 

1.参議院議員福島みずほ（社民）提出戦争法案

における諸「事態」に関する質問に対する答

弁書について（決定）     （内閣官房）

1. 参議院議員中西健治（無ク）提出いわゆる新

三要件の従前の憲法解釈との論理的整合性及

び法的安定性に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）          （同上）

1. 参議院議員中西健治（無ク）提出昭和４７年

の政府見解の論理の解釈に関する質問に対す

る答弁書について（決定）     （同上）

1. 衆議院議員福田昭夫（民主）提出基礎的財政

収支に関する再質問に対する答弁書について

（決定）          （内閣府本府）

1. 衆議院議員丸山穂高（維新）提出法曹養成制

度等に関する質問に対する答弁書について

（決定）            （法務省）

1. 衆議院議員中根康浩（民主）提出「マラケシ

ュ条約」に関する質問に対する答弁書につい

て（決定）           （外務省）

1. 参議院議員福島みずほ（社民）提出戦争法案

における集団的自衛権等に関する質問に対す

る答弁書について（決定）     （同上）

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出国債の平均

償還年限長期化に関する質問に対する答弁書

について（決定）        （財務省）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料  
あ り  〇

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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1. 衆議院議員中根康浩（民主）提出特別支援教  
育に関する質問に対する答弁書について  
（決定）          （文部科学省）  

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出新国立競  
技場の建設に関する質問に対する答弁書につ  
いて（決定）           （同上）  

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出日本書道  
並びに仮名文字のユネスコ無形文化遺産登録  
に関する質問に対する答弁書について  
（決定）             （同上）  

1. 参議院議員有田芳生（民主）提出新国立競技  
場建設に関する質問に対する答弁書について  
（決定）             （同上）  

1. 参議院議員福島みずほ（社民）提出教科書検  
定の権限に関する再質問に対する答弁書につ  
いて（決定）           （同上）  

1. 衆議院議員初鹿明博（維新）提出求職者支援  
制度に基づく職業訓練受講手当の不支給に関  
する質問に対する答弁書について（決定）  

 （厚生労働省）  
1. 衆議院議員中根康浩（民主）提出雇用促進住  

宅に関する質問に対する答弁書について  
（決定）             （同上）  

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出漢方薬原料  
生薬の国内自給率と品質管理に関する再質問  
に対する答弁書について（決定）  （同上）  

1. 参議院議員糸数慶子（無）提出名護市辺野古  
における海上保安庁による市民に対する過剰  
警備に関する質問に対する答弁書について  
（決定）          （国土交通省）  

1. 参議院議員藤末健三（民主）提出徴兵制度を  
禁じた日本国憲法第１３条及び第１８条の解  
釈の変更に関する質問に対する答弁書につい  
て（決定）           （防衛省）  
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1. 参議院議員中西健治（無ク）提出徴兵制に関  
する質問に対する答弁書について（決定）  

（防衛省）  
 

◎公布（法律） 

1. 活動火山対策特別措置法の一部を改正する法 

 律（決定） 

1. 国立研究開発法人放射線医学総合研究所法の 

一部を改正する法律（決定） 

1. 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する 

法律（決定） 

 

◎政  令 

   ○奄美群島振興開発特別措置法施行令の一部を改正 

する政令（決定）     （国土交通・財務省） 

 
◎人  事 

☆元東京都公立学校長小川幸男外２１３名の叙位又

は叙勲について（決定）  
〃  ☆元特命全権大使西岡  淳外１名の外国勲章受領許

可について（決定）  
 

◎配  布 

☆平成２７年版通商白書      （経済産業省） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

☆  

資 料  
あ り  
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